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１ 目的 

複合経営促進施設等（通称：なす団地）は、なすの養液栽培の普及や、就農者の確保

等を目的に平成１１年に設置された施設である。 

現在、この施設は未利用の状況であるが、本市の農業振興による地域活性化を図る

ため、使用者を募集するものである。 
 

２ 募集の概要 

(1) 事業の名称 

複合経営促進施設等賃貸借 
(2) 貸付期間 

令和８年 11 月（予定）～令和 18 年３月 31 日 

(3) 対象物件（別紙１参照） 

 ア 土地（物件の所在を示すものである。） 

所在地 山田町中霧島 2531 番 9 面積 14,468.78 ㎡ 

 
イ 施設（付帯する通路等を含む。） 

物件１ 

構造・用途 鉄骨造 ビニールハウス 

規模・棟数 2,002 ㎡（13m×77m×2 連） × ４棟（Ａ～Ｄ棟） 

その他 付属施設（潅水施設；故障中） 

物件２ 

構造・用途 鉄骨造（スレート葺） 農畜産物集出荷貯蔵施設 

規模・棟数 140 ㎡ × １棟 

  ※電気・水道については、供給されていない。 

 
(4) 貸付料 

ア 下表に示す金額とする（初年度は契約期間に応じて月割）。 

ビニールハウス 19,400 円/年・１棟当たり 

農畜産物集出荷貯蔵施設 105,600 円/年 

 ※ビニールハウスの貸付料は、農地賃借料（農業委員会が実施する小作料調査） 

によって毎年見直すものとする 

 ※農畜産物集出荷貯蔵施設の貸付料については、固定資産税評価額の基準年度（評 

価替えの年）に見直すものとする 

 イ 契約保証金については、契約書に定める。 
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(5) 賃貸借の条件 

ア 本要項「１ 目的」に記載の施設の設置目的を達成する提案であること。 
イ 関係法令、基準等を遵守し、対象物件を事業提案書に基づき利用し、適切に管理

運営すること。 
ウ 施設は契約時点の現状有姿で貸し付ける。また、日常の維持管理及び必要な修

繕、補修は賃借人で行うこととする。 
なお、契約が終了し施設の返還を受けても、市は修繕、補修にかかった費用の補

償等は一切行わない。 
エ 施設の改修等は、市に申し出のうえ、市が認める場合は、賃借人の負担により実

施できる。 
オ 契約の満了又は解除に当たっては、施設を原状に回復して返還すること。ただ

し、市が原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還で

きるものとする。 
カ 借り受けた財産は転貸できない。 
キ 借り受けた財産は、貸付の目的以外の目的に使用できない。 
ク 賃貸借の契約期間満了にあたっては、施設の利用状況等を勘案し、期間が満了

する日の３か月前までに、双方が協議した上で、契約期間を更新することができ

る。 
ケ 賃貸借を終了する場合は、期間が満了する日の３か月前までに当事者のいずれ

かから相手方に対し契約終了を申し出るものとする。 
コ ビニールハウスは、提案する事業に要する棟数を賃借する。事業に要する棟数

が４棟に満たない場合は、審査を経て、他の希望者にも賃借する場合がある。 

サ 農畜産物集出荷貯蔵施設は、ビニールハウスを賃借し、かつ当該施設の賃借を

希望する１者に賃借を行う。賃借希望者が複数いる場合は、優先交渉の上位者に

賃借するものとする。ただし、当該施設の使用用途は、農産物の集出荷貯蔵での

活用に限るものとし、それ以外の目的での使用は許可しない。また、当該施設の

利用に当たっては、国・県等の関係機関との協議を要する場合があり、その際は

必要な手続きに協力すること。 

シ 通路等の維持管理は、周辺への影響も考慮したうえで、物件の使用に当たり必

要と認められる範囲を賃借人が行うものとする。 

なお、複数の賃借人がいる場合は、共用部分の維持管理等について、貸借人間で

協議のうえ行うものとする。 

ス 履行状況等について確認するため、市が実地調査を行う場合がある。 

セ 利用者数や決算状況などについて、市が情報提供を求める場合がある。 

ソ 上記、各号の条件に違反したときは、市は、契約を解除できるものとする。 
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３ スケジュール（予定） 

内 容 日 程 

募集の開始 令和８年 ８月２０日（木） 

応募書類提出期間 
令和８年 ８月２０日（木）から 
令和８年 ９月３０日（水）まで 

審査（書類・ヒアリング審査） 令和８年１０月上旬（予定） 

優先交渉者の選定・通知 令和８年１０月中旬（予定） 

契約締結日 令和８年１１月（予定） 

※上記スケジュールは予定であり、日程を変更する場合がある。 

 
４ 応募資格等 

（1）応募資格 

  応募者の主たる所在地については、市内外を問わないが、次の要件の全てを満たす

者とする。 

  ア 条件を遵守し、経営に十分な資力、信用、管理能力等を有する個人又は法人並

びに複数の法人からなる共同企業体とする。また、複数の法人からなる共同企業

体による応募の要件は、次のとおりである。 

   (ｱ) 応募及び事業に必要な諸手続等を一貫して担当する法人をあらかじめ定め

ること。また、共同企業体の構成員の役割分担を明確にすること。 

   (ｲ) 事業提案募集に関する応募者の重複参加は認めない。 

  イ 次のいずれにも該当しないこと（応募者が共同企業体であるときは、その構成

員の全てが該当しないこと。）。 

   (ｱ) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定（一般競争

入札に参加させることができない事由等）に該当する者 

   (ｲ) 次の申立てがなされている者 

    ・破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続

開始の申立て 

    ・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の

申立て 

    ・民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開始の

申立て 

   (ｳ) 市町村税及び国税を滞納している者 

   (ｴ) 次に該当する者 

・役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）である

と認められる者 

    ・暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

ると認められる者 
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    ・役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認めら

れる者 

    ・役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められる者 

    ・役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められる者 

 

５ 応募 

 応募を希望する者は、次に掲げるとおり提出書類を添えて申請するものとする。証明

書等は、申込時点で３か月以内発行のものとする。 
なお、提出書類は返却しない。 
(1) 提出書類 

ア 複合経営促進施設等使用計画申込書（様式１） 
イ 事業提案書（様式２） 
ウ 施設利用計画書（様式３） 
エ 初期投資及び資金調達計画書（様式４） 
オ 事業スケジュール表（様式５） 
カ 事業者概要書（様式６） 
キ 法人登記簿謄本（登記事項全部証明書）※申込者が法人の場合 
  住民票 ※申込者が個人の場合 
ク 財務関係書類（貸借対照表・損益計算書 過去３期分）※申込者が法人の場合 
  前年度確定申告書の写し ※申込者が個人の場合 
ケ 消費税及び地方消費税について未納税額がない証明書 
コ 市町村税の滞納のない証明書 
サ 暴力団排除に関する誓約書兼同意書（様式７）※申込者が個人の場合 
シ 暴力団排除に関する誓約書（様式８）※申込者が法人の場合 
ス 暴力団排除に関する役員等名簿兼同意書（様式９）※申込者が法人の場合 

(2) 受付期間 

   令和８年８月 20 日（木）午前９時から 
令和８年９月 30 日（水）午後４時 30 分まで 

(3) 提出方法 

   郵送又は持参により提出すること。 
   なお、持参する場合は、受付時間内に持参するものとし、郵送する場合は、受付

期間必着とする。 
(4) 提出先 

「10 事務局（問合せ先）」に同じ。 
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(5) 失格事由 

   応募者が、次のいずれかに該当するときは失格とする。 
ア 提出書類に虚偽の記載があったとき。 

イ 応募資格がないことが判明したとき。 
(6) 現地視察 

   現地調査を希望する者は、令和８年８月 20 日（木）から令和８年９月 30 日（水）

までの期間で行うことができる。希望する場合は、事前に事務局（山田総合支所産

業建設課）へ連絡すること。また、調査の際は周辺住民への対応等に十分配慮する

こと。 
 (7) 辞退届の提出 

   応募書類の提出後、本応募を辞退する者は、辞退届（様式１０）を次に掲げる方

法で提出すること。なお、この場合において、その他の事業において不利益を受け

ることはないものとする。 

  ア 提出期限 令和８年 10 月７日（水）午後４時 30 分まで 

  イ 提 出 先 「10 事務局（問合せ先）」に同じ 

  ウ 提出方法 持参又は郵送 

（8）事業提案書の作成要領 

  事業提案書（様式２）には、以下の内容を盛り込むこと。 

  ア 利用希望施設 

・ビニールハウスの貸付希望棟数及び位置（棟番号 A～D） 
・貸付棟数の調整の可否 
・集出荷貯蔵施設の貸付希望の有無、使用目的 

  イ 事業計画概要 ※以下の事項を必ず記載すること。 
・利用目的（作付け品目等）、作物の作付けから収穫までの流れ、想定収量 
・物件及び共用部分等の維持管理、使用する機械器具の保管方法及び安全面、 
周辺への配慮 

・事業計画の実行に、法令上、特別な資格等を要する場合は、その保有状況が

わかる資格（資格証等を添付すること）。 
  ウ 地域活性化への寄与 

・地域活性化に効果的な活用 

・地域住民や地域産業との連携・協働 

 

６ ヒアリング 

 応募書類の提出後、別途ヒアリングを実施する。詳細は別途通知する。 
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７ 審査及び優先交渉者の選定 

(1) 選定委員会の設置 

  事業提案内容の審査に際しては、庁内関係課で組織する選定委員会を設置し、提出

書類の審査及びヒアリング審査を行う。 

(2) 審査方法 

書類審査及びヒアリング審査を行うこととし、以下の「審査項目」により評価し、優

先交渉者を選定する。 

なお、１位の提案者の使用希望棟数が４棟未満の場合、１位の希望棟数と合算して

も４棟を超えない使用希望棟数を提示している提案者が、順位に従って優先交渉者と

なる。 

ただし、事業提案書において、複数棟を希望する場合に調整が可能であると申し出

ていたときは、この限りではない。 

審査項目 

区分 項目 審査の視点 配点 

計画

審査 

基本事項 ①公募の趣旨を十分に理解しているか。 

②借受人として十分な信用があるか。 

２０点 

(各 10点) 

事業計画・事業

内容（実現性・安

定性・維持管理） 

①事業計画は具体性及び実効性を有しているか。 

②事業計画は産業振興に資するものであるか。 

③安定的な利用が見込まれるか。 

④収支計画や資金調達計画に妥当性があるか。 

⑤土地・物件及び共用部分等に係る維持管理が十

分に行われるか。 

⑥機械器具の使用等に当たり安全面、周辺への配

慮等がなされているか。 

６０点 

(各 10点) 

地域活性化及び

地域への経済的

波及効果 

①地域活性化に効果的な活用が期待できるか。 

②地域住民や地域産業との連携・協働は期待でき

るか。 

２０点 

(各 10点) 

合計 １００点 

 

計画審査基準 

評価 評 価 基 準 点数 備 考 

Ａ 特に優れている １０  

Ｂ 優れている ８  

Ｃ 普通 ６  

Ｄ やや劣っている ４  

Ｅ 劣っている ０  

※審査は、総合点方式で、配点は１人１００点とし、出席委員の合計点数で採点する。 

※合計点数の 60％に当たる点数を基準点とし、これ未満の場合は選定しない。 
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※審査の結果、最も得点が高い者が複数あるときは、Ａ段階評価の数が最も多い者を優先し

て選定する。Ａ段階評価の数が最も多い者が複数あるときは、審査委員の多数決により優

先して選定する。 

※審査においては、賃借の棟数を問わず、上記のとおり優先交渉者を選定する。このとき、

優先交渉者の賃借棟数が４棟に満たない場合、次点以下の提案者も優先交渉者として選定

する。 

（3）契約予定者の決定 

  選定委員会が選定した優先交渉者について、市長決裁を経て契約予定者とする。契

約予定者は、前述のスケジュールに従い、速やかに市と賃貸借契約等の手続を行うも

のとする。 

（4）審査結果の公表 

  審査結果については、全ての応募者に書面にて通知する。 

 

８ 契約の手続 

(1) 契約の締結 

  ア 市有財産賃貸借契約の締結 

    契約予定者は、審査結果公表の日から起算して 30 日以内に、市との間で市有財

産賃貸借契約を締結する。 

    なお、契約予定者が複数となり、賃借人間における必要な調整等を行うために

期間を要した場合等はこの限りではない。 

  イ 費用負担 

    契約の締結に必要な費用は、契約予定者の負担とする。 

 

９ その他留意事項 

(1) 失格要件 

  応募者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

  なお、事業提案内容の審査により、契約予定者として決定した場合でも、賃貸借契

約等の効力が最終的に確定するまでに失格要件に該当することが判明した場合は、失

格とする。 

  ア この要項に違反した場合 

  イ 提出書類に虚偽の内容が記載されている場合 

  ウ ヒアリングに正当な理由なく応じなかった場合 

  エ 選定委員会委員へ審査における便宜を図ることを依頼する等審査の公平を害す

る行為があった場合 

  オ その他選定委員会が社会通念に照らし失格にあたる事由があると認める場合 

(2)その他留意事項 

  ア 事業提案書の提出は１応募者につき１案とする。 

  イ 提出期限後の書類の差し替え及び再提出は認めない。 

  ウ 提出書類は返却しない。なお、審査の過程で複製を作成することがある。 
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  エ 書類の作成、提出及びその説明に係る費用は、応募者の負担とする。 

  オ 審査内容及び結果に係る問合せ及び異議申立てには応じない。 

  カ 事業提案書類については、個人情報又は法人の正当な利益を害する情報を除き、

都城市情報公開条例（平成 18 年条例第 28 号）の規定に基づき開示する場合が

ある 

 

10 事務局（問合せ先） 

 都城市山田総合支所産業建設課 産業振興担当 太田 
 〒８８９－４６０１ 
 宮崎県都城市山田町山田３８８１番地７ 
 Tel ０９８６－６４－１１１３ 

 Fax  ０９８６－６４－３６２５ 

 Email yd-sangyokensetu@city.miyakonojo.miyazaki.jp 
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別紙１ 

対象地 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地 施設配置図 
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別紙２ 
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別紙３ 

 


